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今日、交通運輸政策として、地球環境にも十分配慮された総合的な交通・物流体系の構築を図ることが、まさに求められています。

内航フェリーは、海の公共交通機関として、鉄道など他の公共交通機関や高速道路と同様、人流・物流ネットワークを形成するとともに、災害時の陸路に代わる輸送手段として、優れた特性を有しています。さらに、ＣＯ２排出抑制に資するモーダルシフトの主要な担い手として、今後とも交通・物流体系の中で重要な役割を果たしていく輸送機関です。
しかし、昨年来、民営化された高速道路に対する総額６，０００億円の国費投入による高速道路料金の大幅な引き下げが実施され、自助努力では克服し難い厳しい競争条件にさらされたフェリー輸送は、事業の継続・航路の維持が困難な状況となっております。

　また地域にとっても、ひとたび航路の縮小・廃止となれば、地域経済や雇用等、大きな影響を受けることが懸念されます。
したがって、国においては、低炭素社会の実現へ向けた役割など内航フェリーの意義を十分に踏まえ、予算確保をはじめ自立化に向けた措置を講じていただきますようお願い申し上げます。







